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１．2026年11月期第３四半期の連結業績（2025年12月１日～2026年８月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年11月期第３四半期 600,422 26.0 21,624 66.7 20,187 62.7 13,845 74.9

2025年11月期第３四半期 476,660 18.7 12,975 27.3 12,406 27.7 7,915 13.9

(注)包括利益 2026年11月期第３四半期 13,894百万円( 75.1％) 2025年11月期第３四半期 7,934百万円( 13.7％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年11月期第３四半期 176.72 －
2025年11月期第３四半期 99.44 －

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年11月期第３四半期 261,872 89,862 34.3

2025年11月期 226,777 79,195 34.9

(参考) 自己資本 2026年11月期第３四半期 89,862百万円 2025年11月期 79,195百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年11月期 － 0.00 － 45.00 45.00

2026年11月期 － 0.00 －

2026年11月期(予想) 50.00 50.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年11月期の連結業績予想（2025年12月１日～2026年11月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 746,000 14.4 27,600 40.8 25,500 37.9 17,100 33.5 218.26

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ４社（社名）

株式会社ｅｔｔ

株式会社Ｓｈｉｎ

株式会社フィオレンテ

株式会社ｉｓｍ

、除外 ― 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年11月期３Ｑ 80,905,100株 2025年11月期 80,877,900株

② 期末自己株式数 2026年11月期３Ｑ 2,455,962株 2025年11月期 2,638,921株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年11月期３Ｑ 78,348,759株 2025年11月期３Ｑ 79,602,538株

（注）当社は「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）」を導入しております。

期末自己株式数には、当該プランにて信託銀行に設定したネクステージ従業員持株会専用信託口が保有する当社

株式を含めております。

2026年11月期第３四半期 2,261,400株

期中平均株式数の算定において、発行済株式数から控除する自己株式数には、当該信託口が保有する当社株式を

含めております。

2026年11月期第３四半期 2,351,390株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想な

どの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境が改善するなか、各種政策の効果もあって、

景気は緩やかに持ち直しつつあります。ただし、中東地域や自然災害の影響、金融資本市場の変動等について留意

する必要があります。

このような環境のなか、中古車業界におきましては、2025年12月から2026年８月までの国内中古車登録台数は

4,572,517台（前年同期比100.8％）と前年を上回る結果となりました。車種別では、普通乗用車登録台数が

2,366,291台（前年同期比99.7％）であり、軽自動車の登録台数は2,206,226台（前年同期比101.9％）という結果

となりました。（出典：一般社団法人日本自動車販売協会連合会統計データ・一般社団法人全国軽自動車協会連合

会統計データ）

当社グループにおきましては、『みんなに愛されるクルマ屋さん』という経営理念を掲げ、ステークホルダー目

線での経営を行い、企業価値の向上を図っております。カーライフのパートナーとして、人々の生活をより豊かに

することが当社の社会的存在意義であると認識し、店舗運営を行ってまいります。

当第３四半期連結会計期間における出店に関しましては、買取単独店として2026年６月に「練馬店」、８月に

「江戸川店」「守口大日店」をオープンいたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,004億22百万円（前年同期比26.0％増）、営業利益は216億24

百万円（前年同期比66.7％増）、経常利益は201億87百万円（前年同期比62.7％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は138億45百万円（前年同期比74.9％増）となりました。

中古車販売事業

中古車販売事業は、関東甲信越地方２拠点（２店舗）、関西地方１拠点（１店舗）を出店したことにより、当第

３四半期連結会計期間末の拠点数は199拠点（312店舗）となりました。

新車販売事業

新車販売事業は、当第３四半期連結会計期間末の拠点数は52拠点（55店舗）となります。

その結果、当第３四半期連結会計期間末の拠点数は251拠点（367店舗）となりました。
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なお、当第３四半期連結累計期間の販売実績を地域別に示すと次のとおりであります。

地域別

前第３四半期連結累計期間

(自 2024年12月１日

至 2025年８月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 2025年12月１日

至 2026年８月31日)

対前年同期比

販売高

（百万円）

期末

拠点数

販売台数

（台）

販売高

（百万円）

期末

拠点数

販売台数

（台）

販売高

（％）

期末

拠点数

販売台数

（％）

北海道東北地方 58,260
32

（50）
48,367 71,776

32

（50）
57,292 123.2

－

（－）
118.5

関東甲信越地方 130,503
66

（95）
82,800 171,270

74

（106）
102,402 131.2

８

（11）
123.7

東海北陸地方 144,268
75

（102）
86,309 176,178

73

（101）
97,944 122.1

△2

（△1）
113.5

関西地方 57,550
29

（41）
39,687 71,397

31

（43）
44,541 124.1

２

（２）
112.2

中国四国地方 30,841
17

（26）
29,373 38,228

17

（26）
34,817 124.0

－

（－）
118.5

九州沖縄地方 55,236
23

（39）
45,006 71,571

24

（41）
53,078 129.6

１

（２）
117.9

合計 476,660
242

（353）
331,542 600,422

251

（367）
390,074 126.0

９

（14）
117.7

（注）１．地域別の区分は次のとおりであります。

北海道東北地方………北海道、青森県、秋田県、岩手県、宮城県、山形県、福島県

関東甲信越地方………茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、新潟県

東海北陸地方…………岐阜県、愛知県、三重県、静岡県、富山県、石川県、福井県

関西地方………………滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国四国地方…………岡山県、広島県、鳥取県、島根県、山口県、愛媛県、香川県、高知県、徳島県

九州沖縄地方…………福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

２．期末拠点数の（ ）内は店舗数であります。当社は、部門別に複数店舗を構える拠点があるため、拠点数と

店舗数は異なります。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における総資産は2,618億72百万円となり前連結会計年度末に比べ350億95百万円増

加いたしました。

流動資産は前連結会計年度末に比べ329億80百万円増加し、1,693億27百万円となりました。主な要因は現金及び

預金が147億23百万円、商品が117億76百万円及び売掛金が62億92百万円増加したことによるものであります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ21億15百万円増加し、925億44百万円となりました。

流動負債は前連結会計年度末に比べ258億70百万円増加し、998億７百万円となりました。主な要因は買掛金が24

億55百万円、1年内償還予定の社債が50億円及び1年内返済予定の長期借入金が170億37百万円増加したことによる

ものであります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ14億42百万円減少し、722億２百万円となりました。主な要因は長期借入金

が15億29百万円増加したものの、社債が50億円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ106億67百万円増加し、898億62百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2026年７月６日の「第２四半期（中間期）業績予想と実績の差異及び通期業績予

想の修正に関するお知らせ」で公表いたしました、通期の連結業績予想に変更はありません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

当四半期連結累計期間において、株式会社ｅｔｔ、株式会社Ｓｈｉｎ、株式会社フィオレンテ、株式会社ｉｓｍ

を新たに設立したため、同社を連結の範囲に含めております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,686 32,409

売掛金 20,140 26,432

商品 88,504 100,281

仕掛品 869 1,110

貯蔵品 1,271 1,521

その他 7,906 7,607

貸倒引当金 △31 △34

流動資産合計 136,347 169,327

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 50,733 52,790

その他（純額） 19,911 19,297

有形固定資産合計 70,645 72,088

無形固定資産

のれん 2,330 2,150

その他 2,172 2,094

無形固定資産合計 4,503 4,245

投資その他の資産 15,281 16,211

固定資産合計 90,429 92,544

資産合計 226,777 261,872

負債の部

流動負債

買掛金 17,384 19,839

短期借入金 7,973 8,956

1年内償還予定の社債 － 5,000

1年内返済予定の長期借入金 22,032 39,070

リース債務 34 4

未払法人税等 3,751 4,262

その他 22,761 22,673

流動負債合計 73,936 99,807

固定負債

社債 5,000 －

長期借入金 61,213 62,742

リース債務 96 24

資産除去債務 3,180 3,254

繰延税金負債 539 514

その他 3,615 5,666

固定負債合計 73,644 72,202

負債合計 147,581 172,009
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,183 8,233

資本剰余金 13,641 13,691

利益剰余金 61,679 71,893

自己株式 △4,190 △3,886

株主資本合計 79,313 89,931

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7 7

退職給付に係る調整累計額 △126 △76

その他の包括利益累計額合計 △118 △68

純資産合計 79,195 89,862

負債純資産合計 226,777 261,872
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年12月１日
至 2026年８月31日)

売上高 476,660 600,422

売上原価 394,622 504,159

売上総利益 82,037 96,263

販売費及び一般管理費 69,062 74,638

営業利益 12,975 21,624

営業外収益

受取保険金 45 36

助成金収入 14 23

廃棄物リサイクル収入 70 79

その他 378 331

営業外収益合計 508 472

営業外費用

支払利息 705 896

デリバティブ評価損 78 553

賃貸原価 1 2

支払手数料 27 130

その他 263 327

営業外費用合計 1,076 1,909

経常利益 12,406 20,187

特別損失

減損損失 228 184

特別損失合計 228 184

税金等調整前四半期純利益 12,178 20,002

法人税、住民税及び事業税 3,857 6,443

法人税等調整額 404 △286

法人税等合計 4,262 6,157

四半期純利益 7,915 13,845

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,915 13,845
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年12月１日
至 2026年８月31日)

四半期純利益 7,915 13,845

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7 △0

退職給付に係る調整額 25 49

その他の包括利益合計 18 49

四半期包括利益 7,934 13,894

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,934 13,894

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「デリバティブ評価損」は、金

額的重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示し

ていた342百万円は、「デリバティブ評価損」78百万円、「その他」263百万円として組替えております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

当社グループは、自動車販売及びこれらの附帯事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年12月１日
至 2026年８月31日)

減価償却費 4,941百万円 5,288百万円

のれんの償却額 168百万円 173百万円

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年10月５日

株 式 会 社 ネ ク ス テ ー ジ

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 今 泉 誠

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 牧 野 秀 俊

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ネクステージの2025年12月１日から2026年

11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2026年６月１日から2026年８月31日まで）及び第３四半期連

結累計期間（2025年12月１日から2026年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社

名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財

務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び

株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が

適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


